
核兵器、原発政策へのアンケート（12月5日までに８党から、8日に国民新党から回答をいただきました。）
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イ　賛成する ロ　賛成でき
ない

ハ　その他 イ　賛成する ロ　賛成でき
ない

ハ　その他
イ　原発への
依存を直ちに
やめる

ロ　原発は段
階的に削減す
るが、ゼロに
する時期は（１
０年後、２０年
後、３０年後、
それ以後）

ハ　原子力発
電所は、今後
も必要

ニ　その他 イ　輸出すべ
きでない

ロ　相手国が
求めるなら輸
出すべきだ

ハ　その他

民主党

唯一の被爆国とし
て、「核兵器のない
世界」を実現するた
め、積極的に取り組
み、国際社会にお
いて主導的な役割
を担う。非核三原則
を堅持し、核軍縮・
不拡散の取組みを
通じて、国際社会に
おいて積極的な役
割を果たすことが国
益にかなう。

我が国の安全保障
政策の考え方と合
致しない内容が含
まれているとして
も、唯一の被爆国と
して、今後とも、核
兵器使用による被
害の実相を世界に
伝えていく努力を重
ねるべき。

①40年運転制限制
を厳格適用、②原
子力規制委員会の
安全確認をえたも
ののみ再稼働、③
原発の新設・増設
は行わず。この3つ
の原則を厳格に適
用する中、2030年
代に原発稼働ゼロ
とするよう、あらゆ
る政策資源を投入
する。

原子力発電所の海
外建設に関し、将
来のあり方につい
て内外の声を十分
に聴いて、再検討
することが必要であ
る。

自由民主党 ○ ○ ○ ○

日本未来の党 ○ ○ ○ ○

公明党

核兵器廃絶への取
り組みを重ねる政
府を、「核を容認す
る」とは理解してい
ない。

○

40年後（5年で
も10年でも早
く）

原発事故原
因が解明され
ないまま輸出
することは拙
速である。

日本維新の会 ○ ○

原発は段階的
に削減する
が、結果として
ゼロになる-30
年後

安全性を確保した
上で輸出すべき

日本共産党 ○ ○ ○ ○

社会民主党 ○ ○ ○ ○

みどりの風 ○ ○ ○ ○

国民新党

唯一の被爆国とし
て、我が国の非核
三原則を基本とす
る「核兵器のない世
界」の実現に向け、
全世界に訴え続
け、国際社会をリー
ドしていくことは、我
が国に課された特
別の役割でありま
す。一方、日米安全
保障条約による日
本の安全保障や国
連を通じてのPKO
活動等への積極的
貢献は、世界平和
を維持する上で極
めて重要であり、核
兵器根絶につなげ
ていかなければな
りません。

共同声明に日本が
参加を見合わせた
理由は、共同声明
の内容が、我が国
の安全保障政策の
考え方と必ずしも合
致しなかったためで
あると説明されてお
りますが、国際社会
に判りやすい対応
が必要であると考
えます。

運用開始から40年
経過の原子炉は廃
炉、新規の建設は
見合わせ、安全性
が確認できないも
のは即時廃炉とし
ます。

我が国は、原発先
進国として、また、
災害多発国として、
原発に関する高度
な技術を有してお
り、それを活用すべ
きであると考えま
す。福島原発事故
の教訓を世界と共
有することも日本の
責務です。

質問４：福島第１原発事故の全容が解明されない
まま、政府は、日本の原子炉輸出を推進していま
す。それについて、貴党は、どのように考えます
か。

質問３：放射線被害に苦しみつづけてきた被爆者は、福島第１原発
事故で被害が広がっていることに心を痛めています。原子力発電
所のあり方について貴党は、どのように考えますか。

質問内容

日本原水爆被害者団体協議会

質問１：日本政府は、アメリカの核の傘に守って
もらう立場から、核兵器は人道の精神に反する
が、国際法には違反しないとして、核兵器を容認
する政策をとっています。この政策に対し貴党は

質問２：第６７回国連総会第１委員会で、スイス、
ノルウェーなどの３４カ国が、核兵器の非合法化
をめざそうとの共同声明を発表しました。日本政
府は賛同を求められましたが拒否しました。この
態度に対して貴党は
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